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１ 目的と対象                                

1-1 計画の目的                                 

平成２３年３月に発生した東日本大震災から１２年が経過し、これまで国や宮城

県では津波のメカニズムや今後、発生が予想される巨大な地震・津波についての研

究が重ねられてきた。そして、令和４年５月に宮城県から「津波防災地域づくりに

関する法律（平成 23 年法律第 123 号）第８条第１項に基づく宮城県津波浸水想定

が公表された。 

本市では、この宮城県津波浸水想定の公表を受けて、最大クラスの津波発生時に、

指定避難所等が従来どおり利用可能かどうかについての検証や津波情報別の避難

指示発令区域のあり方等について検討を行った。 

その上で、本市の地域特性に応じて「より迅速に、浸水想定区域外の安全な高台

等に避難すること」を目標に掲げ、津波避難に対する基本的な考え方を明確にし、

津波避難に必要な事項を定めるため、多賀城市津波避難計画を策定した。 

今後、本計画の活用が図られ、市民はもとより、市内事業所、在勤の方々に、想

定される最大クラスの津波が発生した場合の状況を十分理解していただき、「何と

しても命を守る」という市民等一人ひとりの適切かつ主体的な避難行動の実践につ

ながるよう望むものである。 

 

 

1-2 市及び住民の役割                               

 (1) 市 

ア 市全体の津波避難計画の策定及び避難訓練の実施 
（避難対象地域，指定緊急避難場所，避難路等の指定及び公表） 

  イ 住民参画による地域ごとの津波避難計画の策定の支援 

  ウ 津波ハザードマップの作成・周知 

(2) 住民 

ア 地域ごとの津波避難計画の策定 

イ 避難訓練の実施又は参加（避難目標地点，避難経路等の設定） 

 

 

1-3 津波避難計画で定める範囲                          

本計画における対象期間は、地震・津波発生直後から津波が終息するまでの概ね

数時間から２日程度の間である。また、市民等の生命、身体の安全を確保するため

の避難対策の実施など、地震発生から津波が終息するまでの期間における避難行動

に焦点を当てる。 
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図１：本計画において定める範囲 

 

 

1-4 津波避難計画で対象とする津波                        

津波避難計画で対象とする津波は、必要に応じ、最大クラスの津波に限らず、本

市及び本市周辺地域の施設整備の状況や地域特性等を踏まえ、避難の呼びかけを適

切に行う観点から、最大クラスの津波より小さい規模の津波が発生した場合や、津

波到達予想時間が短くなる場合を想定した津波も対象とする。 

 

 

1-5 計画の修正                                 

この計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第４２条の規定に基づ

く多賀城市地域防災計画の見直しなどにより修正が必要となった場合には、適宜修

正を行う。 

 

 

1-6 津波避難計画の概念図                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２：津波避難計画の概念図 

出典）津波避難対策推進マニュアル検討会報告書(H25.3 消防庁) 
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1-7 用語の意味等                                

本計画において用いる主な用語の意味等は、下表のとおりである。 

 

カテゴリー No 用 語 定  義 

津波浸水

想定 

1 津波浸水想定区域 

・最大クラスの津波が悪条件下を前提に発生したとき

の浸水の区域及び水深により設定された浸水の区域

とする。（本計画では令和 4 年 5 月に公表された宮城県

津波浸水想定により設定された浸水の区域） 

2 津波到達予想時間 

・地震発生後、対象とする津波が海岸線に到達するまで

の予想時間とする。津波シミュレーション結果等に基

づき設定する。（気象庁が津波情報で発表する「津波到

達予想時刻」とは異なる。） 

3 津波影響開始時間 
・代表地点において地震発生から初期水位±20cm の変

化が生じるまでの時間 

4 最大波到達時間 
・代表地点において地震発生から津波の最大到達高さ

が生じるまでの時間 

5 TP(東京湾平均海面) 

・東京湾平均海面（TOKYO Peil）の略。陸地の標高（海

抜高度）の基準面で、東京都中央区にある霊岸島の量

水標における満・干潮位の平均値。 

6 レベル 1（L1） 

・最大クラスの津波に比べて発生頻度は高く、津波高は

低いものの大きな被害をもたらす津波（数十年から百

数十年の頻度） 

7 レベル 2（L2） 
・発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害

をもたらす津波 

 

 

 

 

津波避難

行動等 

 

 

 

 

 

 

 

8 避難対象地域 

・対象とする津波が発生した場合に避難が必要とされる

地域（避難指示を発令した際に避難の対象となる地域）

で、本市が津波浸水想定区域に基づいて定める範囲を

いう。 

9 避難可能距離 

・避難開始から津波の到達が予想される時間までに避難

することの可能な距離をいう。必要に応じ、自動車に

よる避難も考慮する。 

10 避難可能範囲 

・避難開始から津波の到達が予想される時間までに避難

することの可能な範囲をいう。必要に応じ、自動車に

よる避難も考慮する。 

11 避難困難地域 

・津波の到達時間までに、避難対象地域外(避難の必要が

ない安全な地域)、または津波避難ビル等に避難するこ

とが困難な地域をいう。 
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カテゴリー No 用 語 定  義 

 

 

 

 

 

津波避難

行動等 

(つづき) 

 

12 バッファゾーン 

・津波浸水想定区域には含まれないが、浸水想定の不確

実性を考慮すると浸水のおそれがあるものとして対応

をとるべき地域をいう。 

13 一次避難行動 
・津波浸水想定区域外の高台等や津波避難ビルに避難す

ることをいう。 

14 二次避難行動 

・津波避難ビル等の一時的な避難場所から、より安全な

避難対象地域外の避難場所や、指定避難所などに避難

することをいう。 

15 要配慮者 

・災害時に限定せず一般的に配慮を要する者を意味し

具体的には高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児、アレルギ

ー等の慢性疾患を有する者、外国人等を意味する。 

16 避難行動要支援者 

・要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生する

おそれがある場合に自ら避難することが困難であり、

その円滑かつ迅速な避難の確保を図るために特に支援

が必要な者を意味する。 

避難路・

避難場所

等 

17 避難路 
・避難目標地点まで、最も短時間でかつ安全に到達でき

る主要道路で、市町が指定するもの。 

18 避難経路 
・避難する場合の経路で自主防災組織，住民等が設定す

るもの 。 

19 指定避難所 

・避難した居住者等が災害の危険がなくなるまで一定期

間滞在し、又は災害により自宅に戻れなくなった居住

者等が一時的に滞在する施設で、市町が指定し、生活 

関連物資を配付できることなど、一定基準を満たすこ

とが必要である。 

20 指定緊急避難場所 

・災害が発生し、又は発生する恐れがある場合に、居住

者等が災害から命を守るために緊急的に避難する施設

又は場所とする。市町が災害種別ごとに安全性等の一

定の基準を満たす施設及び場所を指定する。 

 

 

21 避難目標地点 

・津波の危険から避難するために、避難対象地域の外に

定める場所とする。自主防災組織，住民等が設定する

もので、とりあえず生命の安全を確保するために避難

の目標とする地点とする。必ずしも指定緊急避難場所

とは一致しない。 
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カテゴリー No 用 語 定  義 

 

 

避 難 路 ・ 

避 難 場 所 

等 

（つづき） 

22 津波避難ビル 

・津波が発生した場合において津波浸水想定区域内にあ

る施設で、市は、一定の施設基準を満たす施設を指定

する。避難困難地域の避難者や逃げ遅れた避難者が緊

急に避難する施設である。（本市においては建物管理者

等との協定を締結することにより指定しているほか、災

害公営住宅（市営住宅）にも当該機能を付している） 

23 津波避難タワー 

・津波からの避難で高台まで逃げ切れない場合を想定し

て設置される、鉄骨や鉄筋コンクリートによる構造物

をいう。※本計画では整備対象施設としていない。 

24 一時退避場所 

・津波到達までに避難目標地点へ到達できない場合で、

津波想定高さ以上の津波避難ビル以外の施設又は高台

をいう。 

計 画 

25 地域防災計画 
・災害対策基本法に基づき、防災会議が、防災のために

処理すべき業務などを具体的に定めた計画をいう。 

26 地区津波避難計画 
・津波浸水想定区域を抱える自主防災組織等が策定す

る、地区ごとの津波避難計画をいう。 

資料①：「宮城県津波対策ガイドライン」(H26.1（R4.8 改訂） 宮城県) 

資料②：「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」(H25.8（R3.5 改訂） 内閣府) 

資料③：「宮城県津波浸水想定【解説】」(R4.5 宮城県) 

資料④：「気象庁：用語集」（気象庁 HP） 
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２ 津波浸水想定の設定                            

2-1 宮城県津波浸水想定の対象モデル                       

宮城県沿岸では、「千島海溝沿いの地震」、「日本海溝沿いの地震」により最大

クラスの津波がもたらされる可能性がある。これらの海溝沿いの巨大地震の津波断

層モデルとして、内閣府が平成２４年３月に公表した「東北地方太平洋沖地震」の

津波断層モデル、令和２年４月に公表した北海道襟裳岬から東の千島海溝沿いを波

源とする津波「千島海溝（十勝・根室沖）モデル」及び岩手県沖から北海道日高地

方の沖合の日本海溝沿いを波源とする「日本海溝（三陸・日高沖）モデル」がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図３：最大クラスの津波の波源位置図 

出典）宮城県津波浸水想定【解説】図 2.2.1(R4.5) 
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宮城県では、過去に宮城県沿岸に来襲した既往津波の高さと、今後宮城県沿岸に

来襲する可能性のある想定津波の高さを整理した上で、宮城県沿岸に最大クラスの

津波をもたらすと想定される津波として、以下の３つの津波モデルを設定し、シミ

ュレーションを実施した。 

なお、本市における津波到達予想時間等は下表のとおりである。 

 

 多賀城市の代表地点（砂押川河口から 250～500m の沖合）の津波水位と到達時間   

断層モデル名 

津波影響

開始時間

（分） 

第一波(+１ｍ)

到達時間

（分） 

最大波 

津波水位

(T.P.m) 

最大波 

到達時間

(分) 

東北地方太平洋沖地震［内閣府モデル］ 15 分 60 分 7.8m 69 分 

千島海溝（十勝・根室沖）モデル［内閣府］ 98 分 98 分 4.7m 102 分 

日本海溝（三陸・日高）モデル［内閣府］ 67 分 70 分 5.2m 80 分 

出典）宮城県津波浸水想定［解説］参考資料 表 4.9 代表地点の津波水位と到達時間 

 

 

2-2 最大クラスの津波：レベル２（Ｌ２）津波                   

宮城県津波浸水想定は、最大クラスの津波が以下の悪条件下において発生した場

合に想定される浸水の区域（浸水域）と水深（浸水深）を表す。 

・地震発生とともに地盤が沈下（地震モデルによる地盤沈下量を考慮） 

・地震発生時の潮位が満潮（朔望平均満潮位） 

・津波が越流すると防波堤等が破壊される。（防潮堤を津波が超えた場合、即時

に破壊する。） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４：各種高さの模式図 

出典）宮城県津波浸水想定【解説】図 3.1(R4.5) 
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2-3 比較的頻度の高い津波：レベル１（Ｌ１）津波                 

明治三陸津波（1986 年）やチリ津波（1960 年）のような数十年から百数十年に一

度の津波が対象である。宮城県では、第五次地震被害想定調査報告書において、宮

城県沖地震（連動型）及びスラブ内地震に伴う津波の発生、被害等についてまとめ

ている。 

 
2-4 多賀城市における想定津波                          

本計画の目的を踏まえ、宮城県津波浸水想定をもとに、最大クラスの津波による

浸水域、浸水深を想定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５：多賀城市津波浸水想定図 

 

 

2-5 津波避難を対象とする地域                           

避難対象地域は、津波情報が発表され、あるいは避難指示が発令された際に、避

難を必要とする地域として設定する。 

本計画においては、内閣府（防災担当）の避難情報に関するガイドライン（令和

3 年 5 月改定、令和 4 年 9 月更新）及び宮城県津波対策ガイドライン（令和 4 年 8

月）（以下、「ガイドライン」という。）の基準例等に基づくとともに、宮城県津

波浸水想定及び宮城県第五次地震被害想定調査報告書等を踏まえ以下のように設

定した。 

(1) 大津波警報 

最大クラスの津波である宮城県津波浸水想定の津波による浸水が想定される区

域又はその付近（バッファゾーン）を対象とする。 
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(2) 津波警報 

ガイドラインの適用範囲においては、海岸堤防等が無い又は低いため、高さ３

ｍの津波によって浸水が想定される区域であるが、本市においては、想定される

地域がないことから、津波の遡上が予想される海や川の付近を対象とする。 

 

(3) 津波注意報 

ガイドラインの適用範囲においては、漁業従事者、沿岸の港湾施設等で仕事に

従事する者、海水浴客等を念頭に海岸堤防等より海側の地域を対象とし、また、

海岸堤防等が無い又は海岸堤防等が低いため高さ１ｍの津波によって浸水が想定

される地域も対象であるが、本市においては、想定される地域がないことから、

津波の遡上が予想される海や川の付近を対象とする。 

 

2-6 津波浸水想定の利用における留意事項                     

浸水想定は、一定の条件を基に作成した一つのシナリオであり、将来発生する津

波は、示した範囲内に留まるとは限らないことに留意する必要がある。 
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３ 津波避難の考え方                              

3-1 津波避難の基本的な考え方                          

(1) 津波情報区分に応ずる一般的な避難行動 

気象庁では、津波による災害の発生が予想される場合は、地震発生後約３分で

大津波警報、津波警報、津波注意報を発表する。区分に応ずる一般的な避難行動

等は下表のとおりである。 

種

類 
発表基準 

発表される津波の高さ 

想定される被害と取るべき行動 数値での発表 

（予報される津波の高さ区分） 

巨大地震の 

場合の発表 

大

津

波

警

報 

予想される津波の

最大波の高さが高

いところで３ｍを超

える場合。 

１０ｍ超 

(10ｍ＜予想される津波

の最大波の高さ) 

巨 大 巨大な津波が襲い、木造家屋が全

壊・流失し、人は津波による流れに

巻き込まれます。 

沿岸部や川沿いにいる人は、ただち

に高台や避難ビルなど安全な場所

へ避難してください。 

１０ｍ 

(5ｍ＜予想される津波の

最大波の高さ≦10ｍ) 

５ｍ 

(3ｍ＜予想される津波の

最大波の高さ≦5ｍ) 

津

波

警

報 

予想される津波の

最大波の高さが高

いところで１ｍを超

え 、 ３ ｍ 以 下 の 場

合。 

３ｍ 

(1ｍ＜予想される津波の

最大波の高さ≦3ｍ) 

高 い 標高の低いところでは津波が襲い、

浸水被害が発生します。人は津波に

よる流れに巻き込まれます。 

沿岸部や川沿いにいる人は、ただち

に高台や避難ビルなど安全な場所

へ避難してください。 

津

波

注

意

報 

予想される津波の

最大波の高さが高

いところで０．２ｍ以

上、１ ｍ以下 の場

合であって、津波に

よる災害のおそれ

がある場合。 

１ｍ 

(0.2ｍ≦予想される津波

の最大波の高さ≦1ｍ) 

（表記しない） 海の中では人は速い流れに巻き込

まれ、また、養殖いかだが流失し小

型船舶が転覆します。 

海の中にいる人はただちに海から上

がって、海岸から離れてください。 

  出典）気象庁ＨＰ 

 

(2) 津波情報の区分に応ずる多賀城市の避難行動 

多賀城市においては、市の特性を踏まえ、以下を基準として行動する。 

なお、避難行動においては、避難対象区域（浸水想定区域）のより外側へ、よ

り高い所へ避難することが重要である。 

津波情報 取るべき行動 指定緊急避難場所等 

大津波警報 避難対象区域（浸水想定区域）

内、又はその付近にいる人は、直

ちに区域外あるいは近くの避難場

所へ避難 

一部の指定緊急避難場所・指定避難所

を除き解放・開設 

津波避難ビルは３階以上へ避難 

津 波 警 報 テレビ、ラジオ等の今後の情報

に注意するとともに、海や川の付

近にいる人は、直ちに離れる。 

 

状況により一部の指定緊急避難場所・

指定避難所を解放・開設 

津波注意報 解放・開設なし 
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(3) 避難方法の種類 

避難の方法については、水平避難、垂直避難及び自宅待機が考えられる。 

地震発生時に、どこにいるか（場所）、どんな状況か（建物、家族構成、その

他）などにより適切な避難方法を選択し、津波到達までに安全な場所等への避難

を終えておく必要がある。 

 

ア 水平避難 

水平避難は、津波が届かない場所まで避難することが、シンプルで有効な手

段である。また、津波終息後の二次避難等への切り替えもしやすく、最も自由

度の高い避難方法と言える。ただし、避難路が長く逃げ遅れる場合や、避難経

路が液状化により路面状況が悪くなっていたり、建物倒壊といった被災に見舞

われ通行困難になるリスクもある。 

自身の体力や健康状態、置かれている環境や家族を考えたうえで、最適な避

難行動を取るように備える。 

水平避難においての避難可能な距離の目安は、次のとおり設定する。 

 

[歩行速度が普通の場合の避難可能距離] 

     水平避難可能な距離の目安  

     避難時間  × 避難速度  ÷道のり率 = 避難可能距離 

     45 分※１   × 3.6ｋｍ/h※２ ÷1.5※３
   ＝ 1.8ｋｍ 

 

[歩行速度が遅い場合（高齢者等）の避難可能距離] 

     水平避難可能な距離の目安 

     避難時間  × 避難速度  ÷道のり率 = 避難可能距離 

     45 分※１   × 1.8ｋｍ/h※２ ÷1.5※３
   ＝ 0.9ｋｍ 

 

[自動車の場合] ※原則は徒歩避難 

     水平避難可能な距離の目安 

     避難時間  × 自動車速度  ÷道のり率 = 避難可能距離 

     45 分※１   × 10.8ｋｍ/h※２ ÷1.5※３
   ＝ 5.4ｋｍ 

 

※１ 宮城県津波対策ガイドライン（令和 4年 8月）より、 

津波到達予想時間（60分）－避難開始までの平均時間（15分）により算出。 

※２ 宮城県津波対策ガイドライン（令和 4年 8月）より、以下を採用 

・徒歩による避難速度    毎秒 1.0m（毎時 3.6km） 

・高齢者等歩行速度が低下  毎秒 0.5m（毎時 1.8km） 

・車の速度         毎秒 3.0m（毎時 10.8km） 

※３ 宮城県津波対策ガイドライン（令和 4年 8月）より、避難困難地域抽出の際に用い

る避難目標地点までの直線距離を用いた簡便な検討方法を採用。 

     ・半径Ｌ ＝ 避難可能距離 ／ 1.5（移動距離と直線距離の比） 
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水平避難の目標地点は、砂押川以北の高台が基本である。ただし、大代地

区、高橋・新田・山王地区等、他市町の高台の方が近い場合はそちらへ避難す

ることも可能である。道路事情に十分注意して避難経路を組み立てる必要が

ある。 

 

イ 垂直避難 

「最寄りの避難所が低層で、避難ができない」「自力での徒歩避難が困難」

「避難経路が危険」のほか、徒歩避難が困難な場合は、垂直避難が有効である。 

ただし、垂直避難では建物自体が被災するリスクもあり、また避難の長時間

化による孤立や二次避難の移動など、さまざまなリスクがあることを理解した

うえで避難行動を取る必要がある。 

 

〈垂直避難のリスク〉 

・避難先建物の倒壊 

避難しようとしていた建物が、地震や火災により損傷を受けていないか確 

認する必要がある。既に激しい損傷を受けている場合は、速やかに避難先を 

変えなくてはならない。 

想定外の津波に備えて、さらに高いところに避難できる建物を選ぶ必要が 

ある。 

・避難の長期化 

津波は繰り返し襲ってくるため、津波警報の解除まで２日を要することが 

ある。津波避難ビルには、通常、飲食料品や毛布など備蓄は無いので、避難 

の際は非常用持出袋等を持って避難する必要がある。 

なお、津波警報等が解除されるまではその場にとどまり、自宅には帰らな 

いようにする。 

・孤立化 

避難の長期化に伴い、孤立する可能性がある。また、建物の倒壊やその他 

諸事情から救助要請を必要とする場合もあることから、携帯電話等の連絡手 

段を持って避難するよう努める。 

 

〈津波避難ビルの事前確認〉 

・津波避難ビルとは、施設管理者の協力を得て、地域の住民が一時的に避難 

できる施設である。 

防災マップなどで、あらかじめ最寄りの津波避難ビル等を確認しておくこ 

とが必要である。 
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ウ 自宅待機 

避難対象地域以外は、自宅待機である。 

防災情報を受信する等、必要な行動をとる必要がある。また、鉄筋コンクリ

ート造りなどの３階以上にいる場合は、地震による建物の損傷ほか安全を確認

したのちその場で待機する。 

自宅待機も、垂直避難と同様のリスクがあり、自宅が地震や津波等により損

壊した場合は、火災発生のおそれもあるため、水平避難に切り替える必要があ

る。また、孤立しないよう、継続して防災情報の受信、連絡手段の確保に努め

る。 

 

(4) 津波避難行動上の留意事項 

・原則として徒歩避難 

・強い揺れや弱くても長い揺れを感じたら急いで逃げる。 

・津波情報の発表、避難指示の発令がされたら急いで逃げる。 

・海岸や河川からできるだけ遠ざかるように避難する。 

・「より早く」「より高く」避難する。 

・近隣に声掛けして避難する。（助け合って避難） 

・津波警報・注意報が解除されるまで避難行動を続ける。 

 

(5) 徒歩避難と車両避難 

市は、狭小な地形、都市化された地域、川・線路による移動の制約、昼間の交

通量が多いなどの特性上、現状では、自動車避難のリスクは大きいことから「徒

歩による避難を原則とする。自動車で避難しない。」を徹底する。 

なお、社会的な高齢化、避難スペースの確保などへの対応手段として、車両避

難に必要な整備を検討し推進することに努める。 

 

 

3-2 避難困難地域の抽出                                 

津波到達予想時間内に、徒歩により宮城県津波浸水想定区域外の高台に到達が困

難な地域を津波避難困難地域として抽出する。 

 

 (1) 水平避難目標地点の設定 

   津波避難困難地域を抽出するに当たり、津波浸水区域外の水平避難目標地点

を次の要件を踏まえて設定する。（いずれかを満たすことを要件とする。） 

  ア 津波浸水区域外であること 

  イ 避難後に孤立する地域ではないこと（ただし、備蓄倉庫等が配備され、発

災後３日間分の食料が確保可能である場合は除く。） 
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 (2) 津波避難困難地域の設定 

   津波避難困難地域の基準ラインを設定するに当たっては、水平避難目標地点か

ら半径 900ｍ（高齢者等の限界避難距離を採用）に含まれない地域のうち、津波

浸水区域内に位置する場所とする。 

   なお、自動車による避難では、避難可能距離内に高台が存在するため、避難困

難地域は設定しないが、今次津波時には、信号が点灯しなかったこと等により交

通渋滞が発生し、自動車での避難が困難であったことを踏まえ、交通規制等につ

いて、今後、関係機関等との調整、検討が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

図７：避難目標地点図 

凡例 

    水平避難目標地点 

図８：避難困難地域全般図 

凡例 

   避難困難地域基準ライン（900M ライン） 
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※参考 津波避難困難地域基準ライン内の人口について 

   ※令和７年１０月３１日時点 

地区名 世帯数（単位：世帯） 人口（単位：人） 

八幡一本柳 60 113 

町前一丁目 28 39 

町前二丁目 151 303 

町前三丁目 300 599 

町前四丁目 0 0 

明月一丁目 427 860 

明月二丁目 27 59 

桜木三丁目 347 663 

宮内一丁目 150 248 

宮内二丁目 0 0 

栄二丁目 17 32 

栄三丁目 0 0 

栄四丁目 1 2 

大代一丁目 461 899 

計 1,969 3,817 

 

   ※津波警報発表時における避難指示は、「海岸、河口付近に近づかない。」

ことが基本となるが、状況によって避難所の開設を検討する必要がある。避

難困難地域基準ライン（９００Ｍ）の内側の地域においては、浸水区域外へ

避難するまで時間を要し、特に海、河口付近にある栄四丁目、大代一丁目の

住民等については、特に注意を要する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

栄二丁目 

栄四丁目 明月一丁目 

桜木三丁目 

八幡字一本柳 大代一丁目 
町前三丁目 

町前二丁目 

栄三丁目 町前四丁目 町前一丁目 

宮内二丁目 
宮内一丁目 

図９：避難困難地域基準ライン内にある地区 

明月二丁目 
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 (3) 本市における津波避難困難地域の状況と住民の避難行動方針 

   津波避難困難地域の基準ライン内にある地域が津波避難困難地域となるが、

同地域内で生活する住民等については、津波避難ビル等の高い建物への垂直避

難を行うことが原則となる。また、必要に応じて自動車による避難なども行い、

命を守る行動を最優先に避難しなければならない。 

   なお、垂直避難可能範囲（図 10）に包含されない地域においては、避難者が

緊急に避難できるよう、津波避難ビルの指定等の対応が必要となるが、当該地

域については工場地帯であることから、津波避難タワー等の施設整備について

は行わず、津波避難ビルの指定等により、対応することとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 

   水平避難目標地点 

   垂直避難困難地域 

   垂直避難可能範囲に包含される地域 

避難困難地域基準ライン（900M ライン） 

図１０：垂直避難可能範囲図 
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3-3 避難路の考え方                               

避難路は、宮城県津波浸水想定の浸水想定区域内の市民が安全な場所へ避難する

ために必要な施設である。 

本市では、一時避難行動として宮城県津波浸水想定の浸水想定区域外の高台等へ

の避難又は最寄りの津波避難ビルへの避難を行うこととしている。 

そのため、宮城県津波浸水想定の浸水想定区域からの高台等への避難経路を南北

方向に設定する。また、南北方向の避難路をつなぐ経路も合わせて避難路として設

定する。 

しかし、本市が設定する避難路は主要な避難路であるため、各場所（家庭職場等）

からの避難経路については、あらかじめ話し合って決めておくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１：避難の方向、経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例 

  水平避難目標地点     避難道路兼緊急輸送路 

  避難方向         緊急輸送路 

  避難困難地域境界（900Ｍライン） 
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４ 指定緊急避難場所等、避難経路等                      

4-1 指定緊急避難場所等の指定、設定                       

市は、指定緊急避難場所が備える必要のある安全性や機能性が確保されている場

所を指定緊急避難場所に指定する。 

指定緊急避難場所・津波避難ビル等の充足、使用の可否等状況を適宜確認し、新

規指定や整備の推進に努める。 

住民等は、安全性の高い避難目標地点の設定に留意する。 

 

① 原則として避難対象地域から外れていること。ただし、津波に対して安全

な構造等を備えた津波避難ビル等については、この限りではない。 

② 原則としてオープンスペース、又は耐震性が確保されている建物（昭和 56

年の新耐震設計基準に基づき建築された建物，耐震補強実施済みの建物）を

指定する。 

③ 周辺にがけ崩れ、危険物貯蔵所等の危険箇所がない。 

④ 予想される津波よりも大きな津波が発生する場合も考えられることから、

さらに避難できる場所が望ましい。 

⑤ 原則として指定緊急避難場所表示があり、入口等が明確である。 

⑥ 避難者１人当たり十分なスペースが確保されていること（最低限１人当た

り１㎡ 以上を確保することが望ましい）。 

⑦ 夜間照明及び情報機器（伝達・収集）等を備えていることが望ましい。 

⑧ 指定緊急避難場所が建物の場合は、２日程度宿泊できる設備（毛布等）、

飲食料等が備蓄されていることが望ましい。（発災後すぐに物品を調達でき

る場合はこの限りではない。） 

⑨ 避難対象地域から外れていること。 

⑩ 背後に 階段等の避難路等がない急傾斜地や崖地付近は避けること。 

⑪ 避難目標地点に到達後，指定緊急避難場所へ向かって避難できるような避

難路等が確保されていることが望ましい。 
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(1) 大津波警報 

大津波警報が発表された場合は、下表に示す施設等を指定緊急避難場所（兼指

定避難所）として開設・運営する。 
 

種   類 施設等名称 所   在 
指 定 避 難 所 

と し て の 

収容人数（人） 

指定緊急避難

場所としての

収容人数（人） 

大津波警報

の 場 合 の 

使 用 統 制 

指定緊急

避難場所 

（兼指定

避難所） 

東豊中学校 笠神5丁目4-1 1,320  5,000   

多賀城東小学校 笠神5丁目8-1 1,380 6,400   

高崎中学校 高崎2丁目25-1 1,670 3,000 
グラウンド

を除く 

文化センター 中央2丁目27-1 1,610 4,200  

多賀城小学校 伝上山1丁目1-1 1,890 6,730  

天真小学校 鶴ケ谷2丁目21-1 1,200 4,620  

山王小学校 新田字北320 1,350 5,300  

第二中学校 南宮字八幡170 1,630 4,600  

指定緊急

避難場所 

多賀城市役所 中央2丁目1-1 60 500 
２階以上へ

避難 

多賀城公園 鶴ケ谷1丁目6 － 4,000  

多賀城廃寺跡 高崎1丁目15 － 6,000  

 

(2) 津波警報 

津波警報が発表された場合には、状況により一部の指定緊急避難場所（兼指定

避難所）を開設する。 

 

(3) 津波注意報 

   津波注意報が発表された場合には、原則として指定緊急避難場所（兼指定避難

所）の開設は行わない。 
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4-2 津波避難ビルの指定                             

市は、避難困難地域の避難者や避難が遅れた避難者が緊急に避難するために、避

難対象地域内の公共施設又は民間施設を津波避難ビルに指定する。 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

大津波警報発表においては、次表の津波避難ビルを使用し、浸水から安全を得ら

れる階へ避難する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※津波避難ビルの要件 
① 津波に対して安全な構造であること。  
② 基準水位に相当する階よりも上階に避難スペースを確保できる建築物であ

ること。かつ、同スペースまで避難上有効な階段その他の経路が確保されてい

ること。 
③ 海岸に直接面していないこと。 
④ 耐震性を有していること（昭和 56 年の新耐震設計基準に基づき建築された

建物、耐震補強実施済みの建物を指定する 。 

⑤ 避難路に面していることが望ましい。 

⑥ 進入口への円滑な誘導が可能であること。 

⑦ 長期的な孤立を防ぐため，津波終息後，極力早期に安全な地域からのアクセ

スが確保されることが望ましい。 

⑧ 避難者１人当たり十分なスペースが確保されていること（最低限１人当たり

１㎡以上を確保することが望ましい）。 

⑨ 夜間照明及び情報機器（伝達・収集）等を備えていることが望ましい。 
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種   類 施設等名称 所   在 
指定緊急避難

場所としての

収容人数（人） 

大津波警報の場合の 

使 用 統 制 

津波避難ビル 

イオン（株） 

多賀城店 
町前 4丁目 1-1 3,000 ３階以上へ避難 

小野屋ホテル 大代 1丁目 9-2 75 ３階以上へ避難 

カーネギー 

多賀城 
大代 1丁目 1-15 240 ３階以上へ避難 

ユートピアレジデ

ンス多賀城Ⅱ 
明月 1丁目 3-15 600 ３階以上へ避難 

ＭＡＣ多賀城 

コート 
明月 1丁目 6-47 388 ３階以上へ避難 

ホテルキャッスル

プラザ多賀城 
桜木 1丁目 1-60 150 ３階以上へ避難 

みやぎ生活協同組

合高砂店 
高橋 2丁目 17-3 1,500 屋上駐車場 

共和電業 大代 1丁目 9-16 33 ３階以上へ避難 

明月ビル 明月 1丁目 5-12 333 ３階以上へ避難 

スーパー銭湯極楽

湯多賀城店 
町前 1丁目 2-5 33 ３階へ避難 

ホテルルートイン

仙台港北インター 
町前 1丁目 1-15 240 ３階以上へ避難 

パチンコひまわり

多賀城店 
町前 2丁目 5-33 1,400 ３階以上へ避難 

サンライズ加藤 町前 2丁目 4-27 25 ３階以上へ避難 

国土交通省東北地

方整備局塩釜港

湾・空港整備事務

所 

明月 1丁目 4-6 200 ３階以上へ避難 

ロングライフ多賀

城 
高橋 4丁目 9-5 400 ３階以上へ避難 

癒志の里 八幡 2 丁目 24-10 200 ３階へ避難 

ライフプラザ多賀

城 
町前 3丁目 2-6 368 ３階以上へ避難 

サンデュエル多賀

城公園 
桜木 1丁目 2-11 133 ３階以上へ避難 

ポリテクセンター

宮城 
明月 2丁目 2-1 1,200 ３階以上へ避難 
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種   類 施設等名称 所   在 

指定緊急避難

場所としての

収容人数（人） 

大津波警報の場合の 

使 用 統 制 

津波避難ビル 

多賀城駅北ビルＡ

棟 
中央 2丁目 4-3 100 ３階以上へ避難 

塩竈市立第三中学

校 
笠神 2丁目 1-1 － グラウンドのみ 

市営桜木住宅 桜木 2丁目 4 2,100 ３階以上へ避難 

市営新田住宅 
新田字西後 8-1

外 
600 敷地内 

市営鶴ケ谷住宅 鶴ヶ谷 3 丁目 10 1,100 ３階以上へ避難 

市営宮内住宅 
宮内 1 丁目 2-57、

58 
800 ３階以上へ避難 

ピーコムライフ桜

木 
桜木 2丁目 2-68 460 ３階以上へ避難 

多賀城駅北ビルＢ

棟 
中央 2丁目 8-1 50 ３階以上へ避難 

就労支援事業所

「ゆい」 
栄 2 丁目 6-18 150 ３階以上へ避難 

レイズネクスト 明月2丁目1-38 292 ３階以上へ避難 
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4-3 指定避難所の使用等                             

津波災害時には長期避難が想定されるため、一定期間の避難滞在が可能な指定避

難所への二次避難を行う。 

 

番号 主な対象区 指定避難所 
使用面積 

(m2) 
受入人員 

(人) 
避難所使用
の注意点 

1 笠神全区 東豊中学校 2,654 1,320  

2 大代全区 多賀城東小学校 2,776 1,380  

3 
新田中・旭ヶ岡・
留ヶ谷 

文化センター 3,219 1,610 
 

4 
伝上山・隅田・ 
向山・東能ヶ田・
西能ヶ田 

多賀城小学校 3,797 1,890 
 

5 
鶴ヶ谷・丸山・ 
黒石崎 

天真小学校 2,405 1,200 
 

6 新田・高橋全区 山王小学校 2,718 1,350  

7 山王・南宮 第二中学校 3,270 1,630  

8 
高崎・東田中・ 
東田中南・志引 

高崎中学校 3,356 1,670 
グラウンド

を除く 

９ 八幡全区 多賀城八幡小学校 2,302 1,150 ※ 

10 市川・浮島・城南 城南小学校 2,840 1,420 ※ 

11 桜木全区 多賀城中学校 4,632 2,310 ※ 

12 下馬全区 総合体育館 2,506 1,250 ※ 

総 計 36,475 18,180  

うち浸水想定区域（９～１２）を除く合計 24,195 12,050  

※ 大津波警報発表の場合、多賀城八幡小学校、城南小学校、多賀城中学校及び総合体育館は原

則として開設しない。ただし、津波浸水範囲、被害等の有無、その後の安全性の確認などによ

り、開設する場合がある。 
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4-4 避難路、避難経路の指定・設定                         

市は、避難路が備える必要のある安全性や機能性が確保されている道を避難路と

して指定するよう努める 。 

 

市の避難路の指定においては、次の点に留意する。 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① がけ崩れ、建物・ブロック塀の倒壊等による危険が少なく、避難者数等を

考慮しながら幅員が広いこと。特に観光客等の多数の避難者が見込まれる地

域にあっては、十分な幅員が確保されていること。 

② 海岸沿い、河川沿いの道路は原則として避難路としない。 

③ 橋梁等を有する道路を指定する場合は、その耐震性が確保されているこ

と。 

④ 避難誘導サインが設置されていること。 

⑤ 同報無線等が設置されていることが望ましい。 

⑥ 蓄電池式非常灯など、停電時も機能する夜間照明等が設置されていること

が望ましい。 

⑦ 階段、急な坂道等には手すりやスロープ等が設置されていること。 

⑧ 避難路は原則として、津波の進行方向と同方向に避難するように指定す

る。高台等の指定緊急避難場所・避難目標地点へ向け、極力直線的であるこ

とが望ましく、海岸方向にある指定緊急避難場所等へ向かって避難するよう

な避難路の指定は原則として行わない。 

⑨ 避難途中での津波の来襲に対応するために、避難路に面して津波避難ビル

が指定されていることが望ましい。 

⑩ 津波避難ビル等での孤立防止，避難困難地域外への二次避難や救出路など

として活用するため、避難路をネットワーク化するとともに、極力周辺地盤

より高い路面高を確保することが望ましい。 

⑪ 地震による沿道建築物の倒壊、落橋、土砂災害、液状化等の影響により避

難路が寸断されないよう耐震化対策を実施し、安全性の確保を図る必要があ

る。 

⑫ 家屋の倒壊，火災の発生，橋梁等の落下等の事態にも対応できるように、

近隣に迂回路を確保できる道路を指定することが望ましい。 
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住民等が避難路を設定する際は、次の点に留意する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１６年国土交通省告示第７６７号等及び関連する計画指針に基づき、多賀城 

市の主要な避難路、緊急輸送道路を下図のとおり指定する。 

なお、引き続き、都市計画道路の整備計画と連携し、避難路・輸送路の整備の確 

保、拡充に努めていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１：主要な避難路位置図 

 

 

 

 

① がけ崩れ、建物の倒壊、転倒・落下物、ブロック塀の倒壊等による危険

が少ないこと。 

② 最短時間で避難路又は避難目標地点に到達できること。 

③ 複数の迂回路が確保されていること。 

④ 海岸沿い、河川沿いの道路は原則として避難経路としない。 

⑤ 避難途中での津波の来襲に対応するために、避難経路に面して津波避難

ビルが設置されていることが望ましい。 

⑥ 階段、急な坂道等には、手すりやスロープ等が設置されていることが望

ましい。 

 

緊急輸送道路 

緊急輸送道路 兼 避難路 
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５ 津波情報、避難指示                            

5-1 津波情報の収集と配信                            

  本市では、以下のように津波情報の収集と市民への配信を行う。 

収集・配信 各種メディア・ツール 

情報収集（多賀城市） ・気象庁仙台管区気象台 

・J-ALERT（全国瞬時警報システム） 

・宮城県危機防災担当部署 

・宮城県防災情報ポータル 

・宮城県河川流域情報システム 

・緊急速報メール（各携帯電話会社） など 

防災配信（多賀城市民） ・同報系防災行政無線（拡声放送） 

・防災情報テレフォンサービス（�����022-309-0228） 

・多賀城市防災情報アプリ 

・多賀城市防災メール（登録制メール） 

・ＳＮＳ（多賀城市公式 LINE、X（旧 Twitter）、Facebook） 

・多賀城市ホームページ 

・テレビデータ放送（ＫＨＢ東日本放送） 

・緊急速報メール（各携帯電話会社） など 

 

5-2 津波の監視                                  

  以下のツールを用い津波の監視が可能である。 

・宮城県防災情報ポータル（津波規模他基本情報） 

・宮城県河川流域システムライブカメラ（砂押川２地点と勿来川１地点） 

  ・仙台河川国道事務所ライブカメラ（県内海岸線） 

 

5-3 避難指示等の発令                              

(1) 次のいずれかに該当する場合に、避難指示を発令することを基準とする。 

ア 大津波警報、津波警報、津波注意報の発表（ただし、避難指示の発令対象区

域が異なる。） 

イ 停電、通信途絶等により、津波警報等を適時に受けることができない状況に

おいて、強い揺れを感じた場合、あるいは、揺れは弱くとも１分程度以上の長

い揺れを感じた場合 

(2) 遠地で発生した地震や火山噴火等に伴う津波の場合の避難情報 

我が国から遠く離れた場所で発生した地震や火山噴火等に伴う津波のように到

達までに相当の時間があるものについては、気象庁が、津波警報等が発表される

前から津波の到達予想時刻等の情報を「遠地地震に関する情報」の中で発表する

場合がある。市は、この「遠地地震に関する情報」の後に津波警報等が発表され



27 
 

る可能性があることを認識し、津波警報等の発表前であっても、その内容により

必要に応じて高齢者等避難の発令を検討する。 

 

5-4 津波情報、避難指示等の伝達                         

(1) 伝達の流れ 

市は、市民等の円滑な避難や安全確保のため、津波の規模と避難指示等の対象

となる地域を市民に伝える。伝達は以下の流れで行う。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 伝達手段 

広報車、防災行政無線（同報系）、多賀城市防災情報アプリ、ＳＮＳなどの他、

必要に応じて徒歩による伝達を行う。 

 

ア 防災行政無線の伝達例文 

警報区分 伝達文 

大津波警報 
「大津波警報、大津波警報、ただちに高台に避難してくださ

い。」 

津波警報 
「津波警報が発表されました。海岸付近の方は高台に避難し

てください。」 

津波注意報 
「津波注意報が発表されました。海岸付近の方は注意してく

ださい。」 

 

仙台管区気象台 

宮城県総合防災情報システム 

（ＭＩＤＯＲＩ） 

専用線 

多賀城市 

地域衛星通信 
ネットワークシステム等 

市民・来訪者 

防災行政無線（同報系）、 

ＳＮＳ、多賀城市防災情報アプリ等 

全国瞬時警報システム 

（Ｊ-ＡＬＥＲＴ） 

消防庁送信システム 

人工衛星／ 

ＬＧＷＡＮ(ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ) 

携帯電話会社 

緊急地震速報、津波警報等 

エリアメール・ 

緊急速報メール 
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イ 多賀城市防災情報アプリ、メール、ＳＮＳ等の伝達例文 

警報区分 伝達文 

大津波警報 

「こちらは、多賀城市です。」 
「宮城県沿岸に大津波警報が発表されました。避難対象区域
（防災ハザードマップの着色された区域）内、またはその付近
にいる方は、ただちに区域外（防災ハザードマップの白い区
域）あるいは近くの避難場所に避難してください。」 
「警報が解除されるまで安全な場所から離れないでくださ
い。」 

「周囲の状況を確認し、テレビ、ラジオ、インターネットから

情報を取得する等、安全確保に努めてください。」 

津波警報 

津波注意報 

「こちらは、多賀城市です。」 
「宮城県沿岸に津波警報（津波注意報）が発表されました。海
や川の付近にいる人は、直ちに離れてください。」 
「注意報が解除されるまで安全な場所から離れないでくださ
い。」 

「周囲の状況を確認し、テレビ、ラジオ、インターネットから

情報を取得する等、安全確保に努めてください。」 

 

(3) 非常用電源の確保 

災害時の通信の確保を図るため、非常用電源設備を整備し、燃料の確保が困難

な場合を想定して、非常用の燃料確保を行うとともに、非常用設備の保守点検を

はじめとする維持管理を適切に行う。 

 

 

６ 平常時からの津波避難への準備                       

6-1 日頃の備え                                  

(1) 情報収集と連絡手段の確認・確保 

本市では、複数のメディアから防災情報を受け取ることが可能である。自身の

みならず、家族全員が防災情報を入手できるよう、あらかじめダウンロード・登

録等を済ませておく必要がある。 

災害発生時、家族が離ればなれになった時の集合場所を事前に決めておき、電

話会社が提供する「災害用伝言サービス」の利用方法なども確認しておくことが

重要である。 

 

(2) 避難場所や避難経路（ルート）の確認 

自宅や職場など、自身の生活圏にある避難施設や高台、頑丈な建物の位置を確

認し、避難ルートを歩いてみる。実際に歩くことで、避難時の課題が見えてくる

ものである。避難ルートは複数試してみて避難の所要時間や再現性を検討する必

要がある。 
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(3) 家庭内備蓄や非常用持出袋の確認 

災害発生に備えて、食糧、飲料水等の備蓄を用意する必要がある。また、日頃

から非常用持出袋に常備薬や身の回りの品、飲料水、保存食等を収め、取り出し

やすいところに保管すること。 

 

(4) 家具などの転倒防止 

地震の揺れにより家具が転倒し、怪我をしたり、避難のための通路がふさがれ

たりしないよう、日頃から家具の配置を見直し、転倒・落下防止対策を実施する

こと。 

 

6-2 個別避難計画・地区避難計画                         

(1) 個別避難計画の策定と避難訓練 

学校や保育所等は、継続的に個別避難計画を立て、避難訓練を実施に努める。

また、避難行動要支援者施設については、管理者が個別避難計画を策定し、避難

訓練を実施したことを本市に報告する義務がある。個別避難計画及び避難訓練は

形骸化せず、毎年しっかりと課題を克服していくよう進めていく必要がある。 

 

(2) 地区避難計画 

本市では、自治会・町内会等において、地域の特性や実情にあった防災訓練を

実施している。防災意識を高め、地域の課題を共有する必要性から、定期的に防

災計画の見直しが必須である。特に、レベル２規模の津波では、従来の避難所が

使えない可能性があるため、避難所の収容人数等を確認し避難計画に反映させる

必要がある。 

避難計画を刷新した後は、市に届け出て内容を確認し、避難訓練の実施に努め

る。 
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７ 防災訓練における避難訓練                         

本市では、地域住民が主体的に取り組む地域ごとの防災訓練を推進しており、市

民の防災・減災に対する意識啓発を図るとともに、避難誘導・救助活動等の地域に

おける連携体制や自主防災力の向上を図ることを目指している。 

防災訓練等の場において状況に応じた避難訓練を実施し、災害発生時の円滑な避

難行動につなげて行くことが必要である。 

市の防災訓練の種類は以下のとおりとする。 

(1) 総合防災訓練 

   関係機関、市民、企業等の参加を得て行う防災訓練である。 

(2) 地区別避難訓練 

   自治会・町内会等の協力のもと、地域の実情に合った防災訓練を行う。 

(3) 学校等の防災訓練 

   学校が避難場所や避難所となることを想定した防災訓練を行う。 

(4) 企業の防災訓練 

大規模な地震及び津波を想定し、避難行動や基本的な防災用資機材の操作方法

等の習熟を目指して防災訓練を行う。 

 

 

８ 避難行動要支援者の避難                              

8-1 情報伝達                                   

避難行動要支援者に正確な情報を伝達するためには、避難行動要支援者の所在を

把握することが重要となる。 

本市は、避難行動要支援者と常日頃から接している社会福祉協議会や民生委員・

児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者等の福祉関係者、ボランティ

ア団体などの多様な主体と連携する。また、自治会・町内会等や自主防災組織など

の近隣住民での声掛けなど「共助」を勧めていくよう努める。 

避難行動要支援者等が正確な情報を確実に取得するため、防災行政無線（同報系）

や多賀城防災アプリ、ＳＮＳをはじめとする様々な媒体を使用し、情報伝達を行う。 

 

災害時避難行動要支援者のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

避難行動要支援者

(災害時)要配慮者

一般住民等

在宅介護や寝たきり等により避難
時に支援が必要な人 

乳幼児・高齢者・障害者・外国人な
ど災害時に配慮が必要な人 
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8-2 避難行動の援助                               

(1) 避難誘導体制の整備 

避難行動要支援者を適切に避難誘導し、安否確認を行うために日頃より関係者

と協力し、以下を進める。 

ア 避難行動要支援者一人ひとりに応じた個別避難計画の作成 

イ 本人の意思等に留意し、避難行動要支援者の所在等の把握 

ウ 自治会・町内会等自主防災組織の協力による避難援助体制づくり 

エ 要支援者搬送のための搬送手段の検討 

 

(2) 避難誘導等支援者（介助者）への配慮 

避難行動要支援者を迅速かつ適切に避難誘導を行うためには、介助者が、自ら

の安全を確認した上で避難行動を実施する必要があることから、介助者等の受傷

事故を防止するための装備の充実を行う。また、介助者の高齢化等が懸念されて

いることから、定期的な介助者の見直しを実施し、無理のない計画づくりを実施

する。 

 

(3) 夜間に備えた対応 

遠地津波のように、到達までに相当の時間があり、立ち退き避難が困難となる

夜間において避難指示を発令する可能性がある場合には、夕方等の明るい時間帯

に高齢者等避難の発令を行う。 

 

8-3 施設管理者                                 

社会福祉施設等が、円滑な避難誘導を行うにあたり、以下のような対策を講じる

よう促す。 

① 施設ごとに災害時の職員の任務分担や動員体制などの非常時体制の確立、保

護者への緊急連絡、地域との連携等を網羅した避難計画等の策定 

② 施設の耐久性や耐火性などを定期的に点検し、劣化・損傷度合いに応じた修

繕を促し、施設の安全性を確保する。また、食料等の生活物資の確保 

③ 入居者や従事者に対し、避難経路及び避難場所を周知し、基本的な防災行動

がとれるよう災害に関する知識や避難行動について理解や関心を高めるため

に防災教育を行う。 

④ 入所者や従事者が、発災時に適切な行動がとれるよう、施設の構造や入所者

の判断能力、行動能力等の実態に応じた防災訓練を実施し、避難誘導方法の確

立 

⑤ 被災時に入所者が施設での生活が継続できない場合には、介護環境を確保で

きる類似の施設に利用者を避難させること。また、介護の継続が可能となる体

制を速やかに整えるため、あらかじめ施設間における業務継続体制の構築 
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⑥ 社会福祉施設等は、市と連携し、施設と地域社会とのつながりを密にし、災

害時には地域住民や自主防災組織の協力が得られる体制の構築 

⑦ 緊急時に保護者又は家族と連絡が取れるよう、緊急連絡先を整備 
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９ 初動体制（職員の配備基準や職員参集）                   

9-1 津波発生時の初動体制                             

(1) 活動体制の流れ 

   地震発生に伴い津波が発生することを予期しつつ、状況に応じた体制を速やか

にとり適切に対処する。 
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(2) 組織体制 

  津波情報の種別、被害の状況に応じた組織体制により適切に対応する。 

 

組織体制 配備基準（事象等） 配備体制 

情報収集体制 

 

（決定者） 

危機管理課長 

① 海底火山の噴火等が発表され、東北

地方太平洋沿岸に遠地津波等の可能

性があるとき 

② 市に大雨注意報が発表されたとき 

③ 台風が発生し、本州方向へ向かう可

能性があるとき 

④ その他危機管理課長が必要と認める

とき 

危機管理課による気象、

事象等の情報収集及び連絡

を確保・維持する体制 

【動員基準】 

あらかじめ指定された危 

機管理課職員 

【招集区分】 

警戒招集０号 

警戒体制 

 

（決定者） 

総務部長 

① 市で震度４の地震を観測したとき 

② 宮城県沿岸に津波注意報が発表され

たとき 

③ 市に大雨警報、洪水注意報、氾濫注

意情報のいずれかが発表されたとき 

④ 勢力表現のない台風が宮城県に接近

し、あるいは勢力表現のある台風が

宮城県から遠距離を通過し、市に影

響があると予想されるとき 

⑤ 北海道・三陸沖後発地震注意情報が

発表されたとき 

⑥ 総務部長が特に必要と認めたとき 

各部課及びエリアの所要

の職員をもって連絡体制を

確保し、災害の情報を収集

し、必要に応じて処置する

とともに、災害の警戒、指

定避難所等の運営を組織的

に実施するための所要の準

備にあたる体制 

【動員基準】 

〇危機管理課職員 

〇各部課の課長補佐等(災

害対策本部組織の各部・班

の副班長等) 

〇各ブロック長 

【招集区分】 

 警戒招集１号 

災害警戒本部

体制 

 

（決定者） 

副市長 

① 市で震度５弱の地震を観測したとき 

② 宮城県沿岸に津波警報が発表された

とき 

③ 市に土砂災害警戒情報、洪水警報、

氾濫警戒情報のいずれかが発表さ

れ、災害の発生が予想されるとき 

④ 勢力表現のある台風が宮城県に接近

又は上陸し、市に被害を及ぼすおそ

れがあるとき 

災害警戒本部を設置し、 

各部課及びエリアが相当規

模の災害に対して、所管事

務を組織的に実施するた

め、所要の職員を配備し

て、これにあたる体制 

【動員基準】 

〇危機管理課職員 
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組織体制 配備基準（事象等） 配備体制 

⑤ その他の風水害において、市内に被

害を及ぼすおそれがあるとき 

⑥ 副市長が特に必要と認めたとき 

〇災害対策本部組織の各部 

・班の 1/3～2/3 の職員 

〇エリア長、各ブロック長 

及び現地班 1/2～全職員 

【招集区分】 

 警戒招集２号 

災害対策本部

体制 

 

（決定者） 

市 長 

 

① 市で震度５強以上の地震を観測した

ととき 

② 宮城県沿岸に大津波警報が発表され

たとき 

③ 市に大雨特別警報、氾濫危険情報、

氾濫発生情報のいずれかが発表さ

れ、広範囲かつ大規模な災害の発生

が予想されるとき、又は災害が発生

したとき 

④ 勢力の大きい台風が宮城県に接近又

は上陸し、市に大きな被害を及ぼす

おそれがあるとき 

⑤ その他の風水害において、市内に大

きな被害を及ぼすおそれがあるとき 

⑥ 市長が特に必要と認めたとき 

災害対策本部を設置し、 

全職員を配備して組織の総

力をあげて対処する体制 

【動員基準】 

〇全職員 

〇消防団 

【招集区分】 

 非常招集 
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(3) 災害対策本部体制 

  大津波警報発表においては、速やかに災害対策本部体制をとり、初動に万全を

図る。 
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(4) 活動方針 

・一刻も早い初動体制の確立 

・人命救助及びこのために必要な活動に人的・物的資源を優先的に配分 

・余震等に対しても同様な対応 

 

(5) 避難誘導 

ア 安全確保の原則 

避難誘導に従事する者は、津波到達予想時間の３０分前に安全な高台に避難

すること。 

自らの命を守ることが最も基本であり、自らの安全を確認した後、避難誘導

等を行うことが原則である。活動可能時間の終了を迎えたときは、活動途中で

も退避を開始し、安全を確保することが重要である。 

イ 情報の収集と避難誘導 

・避難誘導に従事する者は、あらかじめ退避ルートを想定しておき、逃げ遅れ 

ることのないよう早めの避難を行うこと。 

・退避途中では、積極的に避難者へ声かけ等による避難誘導を行うこと。 

ウ 防災知識の普及 

・職員や消防団等に対し、防災に関する制度及び自らが行うべき役割等につい 

て習得する機会を継続的に付与すること。 

・市民等や自主防災組織等に対し、市民等が自ら守る「自助」、地域社会がお 

互いを守る「共助」という防災の考え方を中心に防災教育等を実施すること。 

 

(6) 交通規制 

津波警報等が発表された場合、都市産業部道路公園班は、本部事務局に緊急輸

送道路、交通規制対象路線等の情報を提供する。また、市民等に対しても道路情

報を提供するとともに、警察等の関係機関と連携し、安全が確保された場所で、

津波による被害が想定される方向への交通規制及び避難誘導を実施する。 
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9-2 動員                                     

(1) 非常招集区分等 

招集区分及び招集・伝達範囲は次表のとおり。 

各部課等及びエリアは、招集区分に応ずる連絡・伝達網及び手段等をあらかじ

め準備する。 

 
 

 

 

 

 

 

(2) 勤務時間内の動員方法 

職員メール一斉配信、庁舎内放送、各課の内線電話、口頭により、職員の配備

の伝達を行う。伝達の体制の基準は次の図のとおり。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(3) 勤務時間外及び休日等の動員 

ア 職員メール、携帯電話等による伝達 
上記第（１）及び（２）に準じて職員メール、携帯電話等で、配備に必要な

職員に伝達を行う。 
イ 自主参集 

・職員は、自ら積極的、継続的にテレビ・ラジオ等により災害の情報を収集し、 
配備基準に定める事象等を確認した場合は、直ちに自主参集する。 
・通信網の途絶等により、配備指令の伝達が困難な状態となった場合は、全職 

員に配備指令が出されたものとする。 
 

招集区分 体制と招集・伝達範囲 

非 常 招 集 災害対策本部体制  全 職 員④            

警戒招集２号 災害警戒本部体制  対応職員③ 

警戒招集１号 警 戒 体 制  対応職員② 

警戒招集０号 情 報 収 集 体 制  対応要員（危機管理課職員）① 

（
本
部
事
務
局
） 

危
機
管
理
課 

市長（本部長） 

副市長（本部長）  
総務部長（総括本部員） 

部長、副部長 
（情報連絡員） 班 員 

エリア長 
各ブロック長 

現地班長 

報告 

配
備
指
示 

メール 
庁内放送 
電話・口頭 動員 

動員 動員 

動員 

④ 

③④ 
②③④ 

②③④ ③④ 

③④ 

②③④ 

①②③④ 

②③④ 
③④ 

班 長 
副班長 

小班長 
班 員 
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(4) 非常招集を免除する者 

ア 病気等により許可を受けて休暇中の者。 
イ 家族の安全確保ができていない者。 
ウ その他本部長が認めた者 

 

(5) 参集場所 

ア 部 
あらかじめ指定された参集場所 

イ エリア 
エリア長及びブロック長は、災害対策本部に参集する。また、現地班は、そ

れぞれ担当する指定避難所に参集することを基準とする。 
 

(6) 参集に際しての留意事項 

ア 発災に際しては、自身、家族等の安全確保及び二次災害の防止に努める。 
イ 地震発生においては、津波情報（特に大津波警報）の発表の有無に留意し、

登庁の経路、手段等を適切に選定し行動する。このため、災害時の交通手段、

経路等についてあらかじめ計画を保持する。 
ウ 参集途中に収集した被害状況等は、速やかに本部事務局（危機管理課）へ報

告する。 
エ 飲料水や食料の確保ができない場合や、庁舎に泊まり込む場合を想定し、必

要な物品等を平素からあらかじめ準備するか、または登庁の際に携行するよう

努める。 
 

 


